
ひとをつなぐまち

【基本施策６】
行政経営プロジェクト



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

26

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3107 事業名 中間サーバープラットフォーム利用負担金 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の安定運用

留意事項

期待する
効果

番号制度の安定運用

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴い総務省が全国二ヶ所に用意する中間サーバー利用に係る負担金。
平成27年度は構築整備費用の負担金、28年度からは運用保守費用の負担金

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
整備に係る経費 運用、保守に係る経費 運用、保守に係る経費

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 5,586 0 0 5,586

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

0 2,110 2,110 4,220

合計 5,586 2,110 2,110 9,806

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 あり 名称
中間サーバープラットフォーム
利用負担金補助金

対象事業費 5,586 補助率（％） 100.0% 補助予定額 5,586

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（中間サーバー負担金）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

26

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3107 事業名 団体内統合宛名システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴う基幹系システムと全国中間サーバと連携のためのシステム改修経費
平成２８年度からパッケージ保守料、OSアップデート費用及びウィルスチェックソフト保守料が発生
平成２８年度の指針が国より示されていないため見積もりの形状が不可能

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
テスト・検証 運用 運用 パッケージ、連携サーバ保守料　2,336,040円

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 10,200 0 0 10,200

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

7,888 2,337 2,337 12,562

合計 18,088 2,337 2,337 22,762

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 あり 名称
団体内統合宛名システム整備
費補助金

対象事業費 18,088 補助率（％） 100.0% 補助予定額 10,200

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（宛名）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 2074 事業名 センタースイッチ及びサーバースイッチ等の更改 新規・既存の別 既存

達成のめやす システムの安定稼動

留意事項

期待する
効果

システムの安定運用、庁内及び庁外通信拠点との安定した通信の維持

事業概要

センタースイッチなどが、平成２８年１月でリース期間満了となることによるリプレイス。保守部品の調達ができないという理由で再保守契約をおこなうことが
できない。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

システムの安定運用、市内拠点との安定した通信維持

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
システムの安定運用、市内拠点との
安定した通信維持

システムの安定運用、市内拠点との
安定した通信維持

初期費用　　　　　　　　　　14,977,000円
機器リース料　　　　　　　　 9,685,000円
         　計　　　　　　    　24,662,000円
ランニングコスト　２年目　18,951,000円
(含　機器リース料)

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

0 24,662 18,951 80,413

合計 0 24,662 18,951 80,413

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（センタースイッチの更改） 



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 2074 事業名 市内拠点への通信形態のVPN化 新規・既存の別 既存

達成のめやす システムの安定稼動

留意事項

期待する
効果

システムの安定運用、市内拠点との安定した通信の維持、通信線の物理的な障害時における復旧経費の軽減と復旧時間の短縮

事業概要

市内拠点との接続のため平成14年より市内各所に設置している光ケーブルの老朽化が著しく将来的な負担増加が見込まれるため、通信事業者の光回線
を利用しての通信形態に構築しなおす。(なおこの事業をセンターSW入替と同時期に実施するとセンターSWの規模を落とすことができ、イニシャルコストで
15,900千円、ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄで年額2,590千円削減可能になる),※VPNとは通信事業者が持つ公衆ネットワークを使って、拠点間を仮想的に接続する技術の総
称

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

システムの安定運用、市内拠点との安定した通信維持

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
システムの安定運用、市内拠点との
安定した通信維持

システムの安定運用、市内拠点との
安定した通信維持

初期費用　　　　　　　　　  33,106,000円
機器リース料　　　　　　　　 2,027,000円
ランニングコスト　１年目　　3,196,000円
         　計　　　　　　    　38,329,000円
ランニングコスト等２年目   9,147,000円

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

0 38,329 9,147 55,175

合計 0 38,329 9,147 55,175

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（市内拠点へ通信形態のVPN化） 



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 2074 事業名 監視サーバ設置 新規・既存の別 新規

事業概要

いままで業務委託してきた監視業務を、監視サーバを設置することで自動監視体制に切り替えランニングコストを軽減する。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

達成のめやす 監視サーバの構築

留意事項

期待する
効果

システムの安定運用、ランニングコストの軽減

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国

システムの安定運用に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
監視サーバの利用に切り替え。 安定運用

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00

0 0 0 0

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

会計 費目名

その他 0 0 0 0

一般財源 0 2,155 1,036 5,503

Ｄ
Ｏ

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

補助金 名称

物品リース料 　 211,000円
（＠48，657円×1.08×4月）
作業費　       1,944,000円
　計　　　      2,155,000円
２年目以降　　ソフト保守費　　　リース料
1,036,000円 =　405,000円　+　631,000円

充当予定額 0

対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

合計 0 2,155 1,036 5,503

予算費目 会　　計

（情報政策課）-（監視サーバ設置）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 2074 事業名 アカウント管理サーバ等の更改 新規・既存の別 既存

達成のめやす 各サーバーの安定運用

留意事項

期待する
効果

システムの安定運用

事業概要

アカウント管理、ドメイン管理、外部Web、ウイルス対策の各サーバのリース期間が平成２８年１月に満了を迎え今年度はリース延長で対応したが、保守部品
調達が困難なため再リースは不可能である。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

全体事業費

財
源
内
訳

国 0

システムの安定運用に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
システムの稼動 安定運用 物品費　         1,383,000円

作業費　        13,770,000円
　　計            15,153,000円
２年目以降も保守料・機器賃借料が必要

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

0 0 0

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源 0 15,153 5,531 35,888

合計 0 15,153 5,531 35,888

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

充当予定額 0

（情報政策課）-（サーバ更改） 



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 2074 事業名 セキュリティー機器の新設 新規・既存の別 新規

達成のめやす 情報セキュリティの強化

留意事項

期待する
効果

情報セキュリティの強化

事業概要

個人番号制など個人情報の蓄積が進む中、攻撃手段も高度化し情報流出などのセキュリティインシデントの脅威が増大している。
そのリスクを減らすため、入口、出口対策の機器及びサーバを設置する。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

システムの安定運用

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
情報セキュリティの強化 システムの安定運用、市内拠点との安定した通信維持 物品リース料 　 215,000円

（＠49,650円×1.08×4月）

２年目以降　　ソフト保守費　　　リース料
1,194,000円 =　550,000円　+　644,000円

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

0 215 1,194 3,769

合計 0 215 1,194 3,769

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（セキュリティ機器）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 名称

0 3,488 371 3,859

合計 0 3,488 371 3,859

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

設備の設置

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
設備の設置と運用開始 導入設定委託料　　　3,240,000円

利用料(8ヵ月)             247,104円
　　　計　　　　　　　　　3,487,104円

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 2074 事業名 公衆無線LAN設置事業 新規・既存の別

事業概要

　利用者の利便性を図るため、市内校区公民館を中心に16箇所にて通信手段を提供するため公衆無線LAN設備を設置する。

総合計画

達成のめやす 設備の設置と安定した運用

留意事項

期待する
効果

設置した施設の利用者満足度の向上

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

新規

平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

（情報政策課）-（公衆無線LAN設置）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 名称

1,521 0 0 1,521

合計 1,521 0 0 1,521

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

システムの安定運用に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
ライセンスの取得 1,408,000×1.08=1,520,640

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 2074 事業名 Windows Server2012　ライセンスの取得 新規・既存の別

事業概要

情報系ネットワークシステムにおいて当市では、現在サーバー等のOSについてWindows Server2008にアクセスできるライセンス(CAL)を取得しているが、現
在Windows Serverは2012版ヘ改正されており、2012をアクセスできるライセンスが必要となっている。500個)

総合計画

達成のめやす ライセンスの取得

留意事項

期待する
効果

システムの安定運用

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

（情報政策課）-（Windowsライセンス）



行橋市実施計画シート　平成26年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

0 0

一般財源 0 1,275 800 0

合計 0 1,275 800 0

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0

施策項目 １．情報公開と情報発信の充実 根拠法令等

年度基本施策

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
議事録検索システムのクラウド化 運用経費

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 行橋市議会議事録検索システム再構築事業 新規・既存の別 新規

達成のめやす 議事録検索システムを再構築し、稼動したときに達成する。

留意事項

期待する
効果

システム再構築を行うことで、システムハードの保守費用が削減され、システムも安定した運用が可能となる。

事業概要

より安定に、より高速に、市民に情報提供するために、既存の議事録検索システムをクラウドサービスに移行するもの。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

（議会事務局）-（議事録検索システム導入事業）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 03244 事業名 第五次総合計画後期基本計画策定事業 新規・既存の別 新規

達成のめやす 　今後5年間で取り組むべき主要な施策を定める後期基本計画を策定する。

留意事項

期待する
効果

　今後5年間で取り組むべき主要な施策や目標値を定め、計画に沿って事業を進めることで、第五次総合計画で掲げた将来都市像「魅力がいっぱい　人が
集まる　パワフル　ゆくはし」を実現させる。

事業概要

　第五次行橋市総合計画を平成24年3月に策定したところです。基本構想の計画期間は10年間（平成24年度～平成33年度）ですが、基本計画は5年間であ
るため、前期基本計画の計画期間が平成28年度までとなっています。前期基本計画での5年間の事業進捗状況をふまえ、将来都市像「魅力がいっぱい　人
が集まる　パワフル　ゆくはし」の実現のため、今後5年間で取り組むべき主要な施策を定める後期基本計画(平成29年度～平成33年度）を策定するもので
す。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

第五次総合計画後期基本計画策定進捗率　：　％

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ

―

・市民アンケート調査・分析
・主要施策について協議・検討
・総合計画審議会開催
・パブリックコメント
・後期基本計画策定

―

　第五次行橋市総合計画後期基本計画を策
定する。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

― 100.00 ― 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

0 3,539 0 3,539

合計 0 3,539 0 3,539

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 総務

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 なし 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（総合政策課）-（第五次総合計画後期基本計画策定事業）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 充当予定額

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 総務

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

15,497 28,815 0 44,312

合計 15,497 28,815 0 44,312

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

40.00% 100.00% 100.00%

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

目標単位：事業進捗率（％）
事業進捗率１００％を目標とする。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
公共ストック基礎データ調査 公共施設等総合管理計画策定 市が抱える全ての公共施設（建築・土木）

の更新・統廃合・長寿命化・廃止等計画
策定業務

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

経済財政運営と改革の基本方針

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 03035 事業名 公共施設等総合管理計画策定事業 新規・既存の別

事業概要

「経済財政運営と改革の基本方針」に基づき、社会資本整備における財政制約、人口構造等の変化、老朽化へ対応するため、市内の公共施設及び土木イ
ンフラ全体の現状を把握し、長期的かつ財政的な視点をもって更新・統廃合・長寿命化・廃止等の計画を策定する事業。
平成２７年度　　　 公共ストック基礎データ調査　　　　※債務負担行為済　　　平成２７年度　　　　　　平成２８年度
平成２８年度　　　 公共施設等総合管理計画策定    　　　　　　　　　　　　　　　15,000,000円　　　　　　40,400,000円　　　計　55,400,000以内

総合計画

達成のめやす 計画を策定し、公共ストックの今後の方針が示せた状態

留意事項 市が現在抱えている全ての公共施設及びインフラの把握方法、並びに廃止計画等の合意形成作業

期待する
効果

公共施設（建築・土木）の現状と今後の方針が確認でき、過剰投資を抑制し、あわせて予算の平準化が図れる。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（総合政策課）-（公共施設等総合管理計画策定事業）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

26 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 総務

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

0 0 0 0

合計 46,077 0 0 46,077

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 46,077 0 0 46,077

一般財源

最終目標

100.00 ― ― 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

単位：％　市庁舎１階の窓口改修進捗度

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
・ゴールデンウィークの大型連休を利

用して窓口の大型改修を実施
― ―

・分かりやすく利用しやすい窓口にするこ
とで、市民の利便性向上を目指す。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 03099 事業名 庁舎窓口改修事業 新規・既存の別

事業概要
　市民サービスの大幅な向上を図る手段として、総合窓口（ワンストップ窓口）の設置を検討しており、それに伴い、庁内の案内表示やサイン、カウンターライ
ンや待合スペースの充実を図ろうとするもの。老若男女誰にでもわかり易い案内表示やユニバーサルデザインに配慮したカウンターや待合スペースの創設
に努める。

総合計画

達成のめやす 絶対的に来客数の多い、１階フロア（東棟・西棟共）の窓口及び待合スペース、庁舎入口部の受付等の総合的な整備。

留意事項 機構改革や、それに伴うフロア配置の変更が見込まれるため、それを見越した窓口改修を計画しなければならない。

期待する
効果

・目的別で案内表示することで、来庁時に迷う市民が減少する。　　　・様々な案内表示することで、行きたい場所が直感的に判別できる。
・キッズコーナーを設けることで、子供連れの市民のストレスを解消。　　　・待ち時間の目安を表示することによって、手続き待ちの市民のストレスを減少。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（総合政策課）-（庁舎窓口改修事業） 



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

0

0

平成28年度

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（％）

50.00 70.00

平成27年度

0

財務書類作成手順の検討

会　　計 費目名

補助率（％）

0

100.00

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業の位置づけ

平成28年度

0

平成29年度

0 0

対象事業費

事業番号

総合計画

基本目標

５．効率的な行政運営

基本施策

施策項目

事業計画（事業費、単位：千円）

0

平成27年度

0

0

0

平成29年度 全体事業費

0

0

平成27年度

平成29年度 最終目標

0

充当予定額0.0%充当率（％）対象事業費

0

0

新規

事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

新規・既存の別

平成年度 ～ 年度

根拠法令等 総務省通知

0

0

3,280

会計一般会計

なし

予算費目

0

0 0

0

0

地方債

平成

ひとをつなぐまち

基本施策６　行政経営プロジェクト

事業名

なし

合計

年度の事業内訳

負担金

一般財源

0.0% 補助予定額 0

0地方債

補助金 名称

システム開発 統一的な地方公会計の公表
平成28年度

総務

統一的な基準による公会計整備事業

0

名称

3,2800

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

Ｄ
Ｏ

財務書類を作成することで、財政指標の設定、セグメント分析を行う際に活用する。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

期待する
効果

事業概要

達成のめやす

留意事項

総務省より統一的な基準による地方公会計の整備を平成29年度までに作成するように通知されており、これを行うためには平成28年度より複式簿記を作成
する必要がある。現在の財務会計システムでは、複式簿記には対応しておらず、システム改修の経費が必要となる。

平成29年度（平成28年度決算）に統一的な基準による地方公会計での公表を行う。

その他

0

0

0

財
源
内
訳

国

県

（財政課）-（統一的な基準による公会計整備事業）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

24

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 公会計整備事業（資産台帳整備） 新規・既存の別 既存

達成のめやす 固定資産情報を把握し、総務省から提供されるソフトウエアに、固定資産台帳に係る情報を円滑にデータ移行できる状態。

留意事項

期待する
効果

固定資産情報を把握し、固定資産台帳の整備を行うことにより、新公会計制度に対応できるものとする。

事業概要

新地方公会計制度導入に伴い、資産台帳システムの整備を行っており、土地・建物だけではなく、工作物や物品についても整備を行い、固定資産情報を把
握することで固定資産台帳の基礎となる資料を作成し、財政の効率化・適正化を進める。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
固定資産情報の更新
固定資産評価替えへの対応
・路線価・標準値データ更新
・航空写真更新　等

土地・建物・工作物・物品等の
資産データの作成・評価
固定資産台帳情報のデータ化

固定資産情報を把握し、固定資産台帳
データを作成できる状態にする。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

75.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

821 216 220 10,880

合計 821 216 220 10,880

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 なし 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（財政課）-（公会計整備事業)



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

0 5,393 0 5,393

合計 0 5,393 0 5,393

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
・東棟玄関前アプローチ改修工事
・東棟及び西棟玄関タイル滑り止め
塗装工事

来庁者の利便性の向上及び安全の確保

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 市庁舎東棟及び西棟玄関前改修工事 新規・既存の別

事業概要

　市庁舎東棟前に整備しているまごころ駐車場については、降車後に車椅子用のスロープに移動するにあたり、玄関前の通路を横断する必要があります。
また、東棟及び西棟玄関タイルの素材についても、雨天時に滑りやすく、転倒の危険性が高いのが現状です。
　そのため、市庁舎を利用者される皆様の、利便性の向上と安全を確保するために、東棟玄関前スロープ工事を行うとともに、東棟及び西棟玄関タイルのス
ベリ止め塗装工事改修を行うものです。

総合計画

達成のめやす 市庁舎玄関前を一体的に整備し、利用する際に危険が伴わない状況にする。

留意事項

期待する
効果

来庁者の利便性の向上及び安全の確保

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

新規

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（財政課）-（市庁舎東棟及び西棟玄関前改修工事）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

0 1,080 1,980 42,120

合計 0 1,080 1,980 42,120

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

6.00 5.00 46.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
電気自動車３台を更新 購入からの経過年数が長く、走行距

離の長い公用車６台についてリース
で更新

購入からの経過年数が長く、走行距
離の長い公用車５台についてリース
で更新

公用車の維持管理の効率化と維持管理
経費等の削減を図る

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 公用車リース事業 新規・既存の別

事業概要

平成２７年７月末現在、本庁用公用車として保有している５８台（特殊車両を除く）のうち、購入から１５年以上経過している車両が１１台あるのが現状です。
そのため、購入からの経過年数が長く、かつ走行距離の長い公用車で、悪路等において使用する車両１２台を除く４６台について、直接購入ではなく、リース
で更新することにより、車検及び定期点検に係る経費・重量税・自賠責やタイヤ交換費等の維持管理費等の削減に努めるとともに、運転する職員の安全を
確保するものです。

総合計画

達成のめやす 公用車の故障や不具合による修理費等が発生するリスクを軽減するとともに、安全かつ効率的に運転・運用できる状態にする。

留意事項

期待する
効果

公用車の維持管理の効率化及び維持管理経費等の削減

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（財政課）-（公用車リース事業)



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 75,632 充当率（％） 74.9% 充当予定額

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

56,700地方債 あり 名称 市民会館解体事業債

0 18,934 0 18,934

合計 0 75,634 0 75,634

県 0 0 0 0

地方債 0 56,700 0 56,700

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

1.00 1.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
市民会館解体に係る実施設計及び
解体工事

市民会館を解体し、市有地を有効活用す
る。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 行橋市民会館解体工事 新規・既存の別

事業概要

行橋市民会館については、平成２７年１２月定例会において廃止条例を上程することとしており、平成２８年１０月末日をもって閉館する予定であります。
そのため、市民会館を平成２８年度中に解体するために、解体に係る実施設計及び解体工事費を計上するものです。
実施設計　　  3,004,000円　　入札：4月　　完了：７月
解体工事　　72,630,000円　　入札：１０月　完了：２月

総合計画

達成のめやす 平成２８年度中に市民会館を解体する。

留意事項

期待する
効果

市有地の有効活用

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

新規

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（財政課）-（市民会館解体工事)



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

0 2,911 0 2,911

合計 0 2,911 0 2,911

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

　「文化課」及び「男女共同参画センターる～ぷる」の執務室を整備し、事業が円滑に実施できる状態にする。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
旧急患センター内部改修工事

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 旧急患センター内部改修事業 新規・既存の別

事業概要

　行橋市民会館の廃止・解体に伴い、現在市民会館分館を執務室としている「文化課」及び「男女共同参画センター る～ぷる 」の執務室を旧急患センター
に移転するために、旧急患センターの内部を改修するもの。

総合計画

達成のめやす 　「文化課」及び「男女共同参画センターる～ぷる」の執務室を整備し、事業が円滑に実施できる状態にする。

留意事項

期待する
効果

「文化課」及び「男女共同参画センターる～ぷる」を利用する方に対して、現状の執務室が２階にあることやトイレの状況などを改善しつつ、各種事業を円滑
に行うことができる状態となる。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

新規

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（財政課）-（旧急患センター内部改修事業)



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

0 618 0 618

合計 0 618 0 618

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

執務室の移転を効率的に行うことにより、事業が円滑に実施できる状態にする。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
旧急患センターへの移転作業

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 市民会館分館執務室移転事業 新規・既存の別

事業概要

　行橋市民会館の廃止・解体に伴い、現在市民会館分館を執務室としている「文化課」及び「男女共同参画センター る～ぷる 」の執務室を旧急患センター
に移転するために、引越し作業の際に、職員では運搬が困難なキャビネット・ラックなどの解体、運搬、設置等について専門業者に委託するもの。

総合計画

達成のめやす 　「文化課」及び「男女共同参画センターる～ぷる」執務室の移転を円滑に行う。

留意事項

期待する
効果

「文化課」及び「男女共同参画センターる～ぷる」の移転作業を効率的に行うことにより、各種事業を円滑に行える状態となる。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

新規

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（財政課）-（市民会館分館執務室移転事業)



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

26 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 充当予定額

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

30,520 0 0 32,680

合計 30,520 0 0 32,680

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
外壁改修工事 庁舎機能を維持し庁舎周辺の安全性を

確保する

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 市庁舎外壁補修事業 新規・既存の別

事業概要

行橋市庁舎の老朽化に伴い、市庁舎の外壁の現状を調査し、その結果をもとに補修工事を行うものです。

総合計画

達成のめやす 外壁タイル落下の原因となるタイル及びモルタルの剥離がない状態にする。

留意事項

期待する
効果

庁舎機能の維持及び庁舎周辺の安全性の確保

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（財政課）-（市庁舎外壁補修工事）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 市長車・議長車更新事業 新規・既存の別 新規

達成のめやす 市長車及び議長車の更新

留意事項

期待する
効果

公用車の維持管理の効率化及び維持管理経費等の削減

事業概要

現在、市長の近距離移動については、電気自動車（日産リーフ）を使用しており、市長車（シーマ）については、遠距離移動に限って使用しています。
また、議長車（シーマ）については、近距離・遠距離の区別なく、同車を利用しているのが現状です。
そのため、現在使用している市長車を廃止するとともに、現在の議長車を市長・議長の遠距離移動用の共用車とし、議長車の近距離移動用として電気自動
車を導入することにより、市長車及び議長車の維持管理経費や燃料費等の削減に努めるものです。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
議長車の更新 市長車及び議長車の更新

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

3,287 0 0 3,287

合計 3,287 0 0 3,287

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 なし 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（財政課）-（市長車及び議長車更新事業)



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 公用車整備事業 新規・既存の別 新規

達成のめやす 電気自動車の導入

留意事項

期待する
効果

公用車の燃料費削減及び環境への悪影響を軽減する

事業概要

平成２６年４月現在、本庁用公用車として有している７４台のうち、購入から１５年以上経過している車両が１１台あるのが現状です。
そのため、購入からの経過年数が長く、かつ走行距離の長い車両について、電気自動車にて更新することにより、公用車の燃料費の削減及び環境への悪
影響を軽減するために、電気自動車導入するものです。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
電気自動車の導入 平成28年度は無償リースの予定が

あるため予算計上なし
公用車更新計画を基に、電気自動車
の導入を検討中

電気自動車の導入

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

4,700 0 0 4,700

合計 4,700 0 0 4,700

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 総務費

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 なし 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（財政課）-（公用車整備事業)



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 コンビニ収納導入事業（水道料金及び下水道使用料） 新規・既存の別 新規

達成のめやす コンビニでの収納開始を平成２８年度４月収納分より開始する。

留意事項 ・１納付書あたりの取扱金額が３０万円以下に限られる。延滞金がある場合、元本のみの納付しかできない

期待する
効果

２４時間水道料金等の納付が可能となり、納付の利便性を向上させることができる。
納付期限内の収納率の向上を図り、安定的に財源が確保できる。

事業概要

　多様化する市民の生活様式に対応するため、２４時間・３６５日全国主要コンビニエンスストアで納付することが可能な収納機会の充実の拡充を図ることに
より、市民満足度の向上、水道料金及び下水道使用料の納期内収納率の向上、自主納付意識の高揚、収納事務の合理化を目指すものです。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等 公営企業法

年度基本施策

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
システム改修
テスト
規則の整備等

納付開始
運用に関する経費

納付開始
運用に関する経費

水道料金と下水道使用料についてのコンビニ
での納付開始

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成2７年度 平成2８年度 平成2９年度 最終目標

水道料金と下水道使用料のコンビニ納付

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

1,890 1,000 1,300 4,190

合計 1,890 1,000 1,300 4,190

予算費目 会　　計 水道事業 会計 費目名 収益的支出

補助金 なし 名称 対象事業費 補助率（％） 補助予定額

地方債 なし 名称 対象事業費 充当率（％） 充当予定額

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（上水道課）-（コンビニ収納事業） 



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

新規・既存の別 既存事業番号 事業名 コンビニ収納（市税等）

留意事項 ・１納付書あたりの取扱金額が30万円以下に限られる。

期待する
効果

24時間市税等の納付が可能になり、納付の利便性を向上させることができる。
納付期限内の収納率の向上を図り、安定的に財源が確保できる。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

　多様化する市民の生活様式に対応するため、２４時間・３６５日全国主要コンビニエンスストアで納付することが可能な収納機会の充実の拡充を図ることに
より、市民満足度の向上、市税等の納期内収納率の向上、自主納付意識の高揚、収納事務の合理化を目指すものです。

事業概要

施策項目

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
システム改修
テスト
規則の整備等

納付開始
運用に関する経費

運用に関する経費 行橋市税（四税）についてのコンビニでの
納付開始

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00 100.00 100.00 市税のコンビニ納付

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

達成のめやす コンビニでの納付開始を平成28年度当初賦課の税より収納開始する。（取扱予定税目：市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税）

0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

0 0 0 0

県 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国

2,980

地方債 0 0

0

一般財源 5,967 2,981 02,980

合計 5,967 2,981 0

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 総務

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

（税務課）-（コンビニ収納）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

28 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

新規事業番号 事業名 法改正に伴う基幹システム改修 新規・既存の別

達成のめやす 法改正に伴う基幹システム改修の終了

留意事項

期待する
効果

住民の負担の軽減、事務の効率化。

事業概要

法改正に伴う基幹システム改修
　　（個人住民税の公的年金からの特別徴収制度の見直しによるもの）

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
税関連システム改修

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

0 0 0 0

県 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国

地方債 0 0 0

一般財源 0 2,722 0 0

合計 0 2,722 0 0

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 総務

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

（税務課）-（基幹システム改修）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

0

0

平成28年度

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

100.00

平成27年度

0

社会保障・税番号制度に伴うシステム改
修等。

会　　計 費目名

補助率（％）

0

100.00

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業の位置づけ

平成28年度

0

平成29年度

5,676 0

対象事業費

事業番号 3106

総合計画

基本目標

５．効率的な行政運営

基本施策

施策項目

事業計画（事業費、単位：千円）

25,134

社会保障・税番号制度に伴うシステム改修作
業である。

平成27年度

0

0

0

平成29年度 全体事業費

0

0

平成27年度

平成29年度 最終目標

0

充当予定額0.0%充当率（％）対象事業費

0

0

既存

事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

新規・既存の別

平成年度 ～ 年度

根拠法令等 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

0

0

0

会計一般

なし

予算費目

0

0 0

0

0

地方債

平成

ひとをつなぐまち

基本施策６　行政経営プロジェクト

事業名

なし

合計

年度の事業内訳

負担金

一般財源

0.0% 補助予定額 0

0地方債

補助金 名称

平成28年度

総務

社会保障・税番号制度に伴うシステム改修事業（総合窓口課）

0

名称

030,810

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

Ｄ
Ｏ

住民の負担の軽減、事務の効率化。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

期待する
効果

事業概要

達成のめやす

留意事項

複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための基盤づくりを行い、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国
民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための制度に伴うシステム改修作業。

社会保障・税番号制度に伴うシステム改修作業の完了。

その他

0

0

0

財
源
内
訳

国

県

（総合窓口課課）-（マイナンバー）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 総務

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

0地方債 なし 名称

3,456 0 0 3,456

合計 3,456 0 0 3,456

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

100.00 ‐ ‐ 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

事業進捗率　：　％

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
社会保障・税番号に伴うシステム改
修等

社会保障・税番号制度に伴うシステム改修等

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

マイナンバー法

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 事業名 社会保障・税番号制度に伴うシステム改修事業（収納課） 新規・既存の別

事業概要

　複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための基盤づくりを行い、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国
民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための制度に伴うシステム改修事業。

総合計画

達成のめやす 　社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修作業の完了。

留意事項

期待する
効果

事務の効率化。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（収納課）-（マイナンバー対応事業）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

25 34

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 02766 事業名 行橋市集会所施設整備助成事業 新規・既存の別 既存

達成のめやす 今後１０年間を目処として市内の集会所の約半数を目標として地元（地縁団体）への払い下げを行っていく。

留意事項

期待する
効果

集会所を地元へ払い下げる事により、今後予想される集会所の維持管理経費の節減に繋がる。

事業概要

行橋市内の集会所（現在５１箇所）については、そのほとんどが建設より３０年以上経過し、維持管理費用についても施設の老朽化とともに今後も顕著な増
加が見込まれる。大規模補修が必要な集会所について地元と補修に係る経費の一部を補助金として支出することを条件とした払い下げの交渉を行い、行
政コストのスリム化を図る。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等 行橋市集会所条例

年度基本施策

市内集会所の地元払い下げの件数。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ

5,000千円×2件＝10,000千円（新生町、
植田町）

登記委託料100千円×2件＝200千円

5,000千円×2件＝10,000千円（上津熊、
道場寺駅前二区）

登記委託料100千円×2件＝200千円

5,000千円×2件＝10,000千円

登記委託料100千円×2件＝200千円

集会所１件あたりの施設整備（大規模補修、
付帯設備整備）につき、上限５００万円の補助
金支出を行う。
平成25年度10,063千円　平成26年度　5,098千
円　平成27年度～平成34年度 81,600千円

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

2.00 2.00 2.00 30.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

10,200 10,200 10,200 96,761

合計 10,200 10,200 10,200 96,761

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 民生

補助金 なし 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 なし 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（地域福祉課）-（行橋市集会所施設整備助成事業）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3125 事業名 生活保護システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号利用・情報連携対応 情報連携テスト

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 1,542 578 0 2,120

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

771 290 0 1,061

合計 2,313 868 0 3,181

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 生活保護総務

補助金 あり 名称
生活保護システム整備費補助
金

対象事業費 3,181 補助率（％） 2/3 補助予定額 2,120

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（生活支援課）-（生活保護システム整備業務委託）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3092 事業名 障害者福祉システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号利用・情報連携対応 情報連携テスト

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 3,162 1,242 0 4,404

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

1,582 622 0 2,204

合計 4,744 1,864 0 6,608

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 障害者福祉

補助金 あり 名称
障害者福祉システム整備費補
助金

対象事業費 6,608 補助率（％） 2/3 補助予定額 4,404

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（地域福祉課）-（障害者福祉システム整備業務委託）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3119 事業名 児童福祉システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号利用・情報連携対応 情報連携テスト

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 2,952 1,195 0 4,147

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

1,476 598 0 2,074

合計 4,428 1,793 0 6,221

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 児童福祉総務

補助金 あり 名称
児童福祉システム整備費補助
金

対象事業費 6,221 補助率（％） 2/3 補助予定額 4,147

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（子ども支援課）-（児童福祉システム整備業務委託）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3088 事業名 介護保険システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号利用・情報連携対応 情報連携テスト

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 4,048 1,638 0 5,686

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

2,025 819 0 2,844

合計 6,073 2,457 0 8,530

予算費目 会　　計 介護保険特別会計（保険事業）　　　　　　　　　　　　　　　　会計 費目名 一般管理

補助金 あり 名称
介護保険システム整備費補助
金

対象事業費 8,530 補助率（％） 2/3 補助予定額 5,686

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（介護保険課）-（介護保険システム整備業務委託）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3117 事業名 健康管理システム整備業務委託（子ども支援課） 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号利用・情報連携対応 情報連携テスト

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 709 273 0 982

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

355 137 0 492

合計 1,064 410 0 1,474

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 子育て支援

補助金 あり 名称
健康管理システム整備費補助
金

対象事業費 1,474 補助率（％） 2/3 補助予定額 982

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（子ども支援課）-（健康管理システム整備業務委託）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3095 事業名 健康管理システム整備業務委託（地域福祉課） 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号利用・情報連携対応 情報連携テスト

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 709 273 0 982

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

355 137 0 492

合計 1,064 410 0 1,474

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 保健指導

補助金 あり 名称
健康管理システム整備費補助
金

対象事業費 1,474 補助率（％） 2/3 補助予定額 982

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（地域福祉課）-（健康管理システム整備業務委託）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3066 事業名 コンビニ収納導入事業（後期高齢者医療保険料） 新規・既存の別 既存

達成のめやす コンビニでの納付開始を平成２８年度当初賦課の保険料より収納開始する。（後期高齢者医療保険料）

留意事項 ・１納付書あたりの取扱金額が３０万円以下に限られる。　・延滞金がある場合、元金（納付書記載金額に限られる）のみの納付しかできない。

期待する
効果

24時間・３６５日保険料の納付が可能になり、納付の利便性を向上させることができる。
納付期限内の収納率の向上を図り、安定的に財源が確保できる。

事業概要

多様化する市民の生活様式に対応するため、２４時間・３６５日全国主要コンビニエンスストアで納付することが可能な収納機会の充実の拡充を図ることによ
り、市民満足度の向上、保険料の納期内収納率の向上、自主納付意識の高揚、収納事務の合理化を目指すものです。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

単位：％
事業の進捗率

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
後期高齢システム改修
テスト

後期高齢者医療保険料のコンビニ収納開始。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

1,647 0 0 0

合計 1,647 0 0 0

予算費目 会　　計 後期高齢者医療特別会計 会計 費目名 総務

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（国保年金課）-（コンビニ収納）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 28

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 あり 名称
児童福祉システム整備費補助
金

対象事業費 810 補助率（％） 2/3 補助予定額 534

0地方債 名称

276 0 0 276

合計 810 0 0 810

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 534 0 0 534

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号利用・情報連携対応

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3013 事業名 児童福祉システム整備業務委託 新規・既存の別

事業概要

基幹系内の児童手当システムへの社会保障・税番号制度導入に伴うシステム改修経費

総合計画

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（情報政策課）-（児童手当）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

26 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3107 事業名 住民票関連システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴う基幹系内の住民記録システム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号付番・情報連携検証

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 3,564 0 0 13,440

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

0 0 0 1

合計 3,564 0 0 13,441

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 あり 名称
住民票関連システム整備費補
助金

対象事業費 13,440 補助率（％） 100.0% 補助予定額 13,440

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（住民票）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

26 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3107 事業名 地方税関連システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴う基幹系内の市税システム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
個人番号付番・情報連携検証

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 4,933 0 0 9,933

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

7,329 0 0 11,768

合計 12,262 0 0 21,701

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 あり 名称
地方税関連システム整備費補
助金

対象事業費 14,900 補助率（％） 2/3 補助予定額 9,933

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（地方税）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3013 事業名 国民年金システム整備業務委託 新規・既存の別 既存

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴う基幹系内の国民年金システム改修経費

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

年度基本施策

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
行政基本側連携環境構築 個人番号利用検証

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 357 0 0 357

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

1 0 0 1

合計 358 0 0 358

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 あり 名称
国民年金システム整備費補助
金

対象事業費 357 補助率（％） 100.0% 補助予定額 357

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（情報政策課）-（年金）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27 27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 あり 名称
国民年金システム整備費補助
金

対象事業費 4,077 補助率（％） 2/3 補助予定額 2,718

0地方債 名称

1,359 0 0 1,359

合計 4,077 0 0 4,077

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 2,718 0 0 2,718

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

マイナンバーを利用した各種申請手続きの軽減や事務の効率化に資することにより目標を達成。

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
行政基本側連携環境構築 個人番号利用検証

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

年度基本施策

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3013 事業名 国民健康保険システム整備業務委託 新規・既存の別

事業概要

社会保障・税番号制度導入に伴う基幹系内の国民健康保険システム改修経費

総合計画

達成のめやす 番号制度の導入。

留意事項

期待する
効果

マイナンバー付番により、社会保障と税情報を一体管理。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

既存

平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等

（情報政策課）-（国保）



行橋市実施計画シート　平成27年度実施計画事業対象 様式（第７条関係）

27

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業番号 3067 事業名 社会保障・税番号制度導入事業（後期高齢者医療保険） 新規・既存の別 既存

達成のめやす 社会保障・税番号制度に伴う後期高齢者医療システム改修作業の完了。

留意事項

期待する
効果

住民の負担の軽減、事務の効率化。

事業概要

複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための基盤づくりを行い、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国
民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための制度に伴い、後期高齢者医療システムの改修作業等を行うものです。

総合計画

基本目標 ひとをつなぐまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策６　行政経営プロジェクト 平成 年度 ～ 平成

施策項目 ５．効率的な行政運営 根拠法令等 マイナンバー法

年度基本施策

単位：％
事業の進捗率

年度の事業内訳

平成27年度 平成28年度 平成29年度 全体事業の位置づけ
社会保障・税番号制度に伴う後期高齢
者医療システム改修等。

社会保障・税番号制度に伴う後期高齢者医療
システムの改修作業である。

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 最終目標

100.00 - - 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

全体事業費

財
源
内
訳

国 1,542 0 0 0

負担金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

6,089 0 0 0

合計 7,631 0 0 0

予算費目 会　　計 後期高齢者医療特別会計 会計 費目名 総務

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0% 補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0% 充当予定額 0

Ｄ
Ｏ

事業計画（事業費、単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

（国保年金課）-（後期高齢システム改修事業）


